
株主各位

第74回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

｢連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、
当社ウェブサイトに掲載することにより株主の皆様に提供しております。



連結注記表
一．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1.　連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数 ……………………… 18社
　　　主要な連結子会社の名称 …………… ㈱小森マシナリー、㈱セリアコーポレーショ

ン、コモリ アメリカ コーポレーション、コ
モリ インターナショナル ヨーロッパ ビー.ヴ
ィ.、コモリ シャンボン エス.エイ.エス.、小
森香港有限公司、コモリ サウスイースト ア
ジア プライベート リミテッド、コモリ イン
ディア プライベート リミテッド

　　　 　なお、2019年4月に、小森香港有限公司を通じて、中国販売代理店の深圳兆迪技
術有限公司（インフォテック社）の全株式を取得しており、小森（深圳）印刷技術
有限公司に商号を変更した上で、連結子会社にしております。

　(2) 非連結子会社 ………………………… ㈱小森興産、コモリ ジャーマニー
　　　非連結子会社を連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲より除外いたしました。

2.　持分法の適用に関する事項
　　　持分法を適用しない非連結子会社 … ㈱小森興産、コモリ ジャーマニー
　　非連結子会社に持分法を適用しない理由
　　　非連結子会社２社は、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、当該２社に対する投資につい
ては持分法を適用せず、原価法により評価しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　連結子会社のうち、小森（深圳）印刷技術有限公司及び小森机械（南通）有限公司

の事業年度末日は12月31日であり、連結計算書類の作成にあたっては連結決算日現
在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。両社以外の連結子会社の
事業年度末日と連結決算日は一致しております。

4.　のれんの償却方法及び償却期間
　　　のれんの償却については、８年以内のその効果が及ぶ期間にわたって均等償却を行

っております。
5.　会計処理方針に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　満期保有目的債券 ………………… 原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの ………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　　時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法
　　②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　製　　　　　品 …………………… 個別法による原価法（収益性の低下に伴う簿

価切下げの方法）
　　　　仕　　掛　　品 …………………… 個別法による原価法（収益性の低下に伴う簿

価切下げの方法）
　　　　原　　材　　料 …………………… 主として先入先出法による原価法（収益性の

低下に伴う簿価切下げの方法）
　　③　デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　　デリバティブ取引 ………………… 時価法
　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　①　有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　　　　　　　２年～50年
　機械装置及び運搬具　　　　　　２年～17年
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　　②　無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　自社利用のソフトウエア ………… 当社及び国内連結子会社においては、社内に

おける見込利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。

　　　　そ　　の　　他 …………………… 定額法によっております。
　　③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用
年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(3) 重要な引当金の計上基準
　　①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

　　②　賞与引当金
　当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の
支給見込額のうち当連結会計年度負担分を計上しております。

　　③　製品保証引当金
　契約上の保証期間内の無償修理費の支出に備えるため、過去の売上高に対する
無償修理費の実績率に基づいて算定した金額の他、必要に応じて個別の無償修理
見込額を計上しております。

　　④　債務保証損失引当金
　当社及び海外連結子会社の一部では、製品を購入した顧客のリース会社及び提
携銀行への債務に対して当社及び当該子会社がそれぞれ実施した債務保証に係る
損失に備えるため、損失発生実績率に基づいて算定した必要額の他、必要に応じ
て損失発生の可能性を個別に検討して算定した損失見込額を計上しております。

　　⑤　役員退職慰労引当金
　国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
いて算定した金額を計上しております。  

　　⑥　訴訟損失引当金
　訴訟に対する損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

　　⑦　契約損失引当金
　外部取引先との契約の残存期間に発生する損失に備えるため、将来負担すると
見込まれる損失額を見積計上しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理方法
　　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主
として13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　過去勤務費用については、発生年度に一括処理しております。

　(5) 収益及び費用の計上基準
証券印刷機に係る売上高及び売上原価の計上基準
　証券印刷機請負契約のうち、進捗部分について成果の確実性が認められる契約に
ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を採用し、その他の
契約については工事完成基準を採用しております。

　(6) 割賦販売にかかる売上利益の計上基準
　割賦条件付売買契約にかかる売上利益の計上については、代金回収期限到来日基
準を採用しております。
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　(7) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

　(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項
（消費税等の会計処理方法）
　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

二．会計方針の変更
（IFRS第16号「リース」の適用）
 　国際財務報告基準（IFRS）を適用している在外子会社において、当連結会計年度より、
国際財務報告基準第16号「リース」(以下「IFRS第16号」という。)を適用しております。
これにより、リースの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負
債として計上することとしました。 
 　この結果、当連結会計年度末の「有形固定資産」が273百万円増加し、流動負債の「そ
の他」が109百万円及び固定負債の「その他」が166百万円増加しております。当連
結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

三．連結貸借対照表に関する注記
1.　有形固定資産の減価償却累計額 44,828百万円
2.　保証債務
　　取引先機械購入資金借入・リース債務他に対する保証

国内顧客　24件 868百万円
海外顧客　10件 306百万円
計 1,175百万円

四．連結損益計算書に関する注記
1.　固定資産の減損
　(1) 減損損失を認識した資産

地　　　域 用　　　途 種　　　類 減損損失
（百万円）

茨城県つくば市
事業用資産

（印刷機械製造設備） 土地及び建物等 16,756
 事業用資産
 (使用権資産) 長期前払費用等 1,001

　(2) 減損損失の認識に至った経緯
　　 　当社グループの中核工場であるつくば工場は、大型の枚葉オフセット印刷機、オフ

セット輪転印刷機、証券印刷機を生産しており、2008年３月期に最高の売上高を記
録しましたが、同年９月のリーマンショックを機に売上高が大きく減少しました。そ
の後、中国・アセアン・インドを中心とした新興国において需要が回復し、漸次増加
へと転じたことから全体でも売上が復調してまいりました。しかしながら、欧米及び
日本等の先進国市場では書籍や商業印刷物の電子化が進んだため需要が想定通りに伸
長せず、加えて、新型コロナウイルス感染拡大による影響が世界レベルで、かつ長期
化することが予想されるため、収益性の低下が見込まれると判断しました。これによ
り、事業用資産について将来の回収可能性を慎重に検討した結果、減損損失を計上す
ることになりました。

　　 　なお、新型コロナウイルス感染拡大による収益減少の影響は、概ね2021年３月期
連結会計年度の第１四半期に現れ、その後徐々に回復していく前提の見積りにて回収
可能性の検討を行っております。

　(3) 減損損失の内訳
土地 9,904百万円
建物及び構築物 4,769百万円
機械装置及び運搬具 1,282百万円
長期前払費用 800百万円
その他 999百万円
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　(4) 資産のグルーピングの方法
　　 　独立したキャッシュ・フローを生み出す事業単位を基準に資産のグルーピングを行

っております。
　(5) 回収可能価額の算定方法
　　 　回収可能価額は使用価値により算定しており、将来キャッシュ・フローを13.08％

で割り引いて算出しております。なお、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値が
マイナスであるものは、回収可能価額を零としています。

2.　事業構造改善費用
欧州と米国の販売子会社における事業構造改善に伴い発生した費用であります。

五．連結株主資本等変動計算書に関する注記
1.　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 当連結会計年度期首 62,292,340株
当連結会計年度末 58,292,340株

2.　配当に関する事項
　(1) 配当金支払額  

決　　　議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円) 基準日 効力発生日

2019年６月19日
定時株主総会 普通株式 1,164 20 2019年

３月31日
2019年

６月20日
2019年10月28日
取締役会 普通株式 1,122 20 2019年

９月30日
2019年

11月29日
計 2,287

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　2020年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事
項を次のとおり提案しております。
①　配当金の総額 559百万円
②　１株当たり配当額 10円
③　基準日 2020年３月31日
④　効力発生日 2020年６月29日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

六．金融商品に関する注記
1.　金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達に
ついては銀行等金融機関からの借入を行っております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については
四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は主に運転資金であります。
デリバティブは内部管理規則に従い、実需の範囲で行うこととしており、投機的な

取引は行わない方針であります。
2.　金融商品の時価等に関する事項

2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれてお
りません ((注２) 参照)。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額(＊) 時価(＊) 差額
(1) 現金及び預金 27,403 27,403 －
(2) 受取手形及び売掛金 15,489 15,489 －
(3) 電子記録債権 2,416 2,416 －
(4) 有価証券及び投資有価証券 19,639 19,639 －
(5) デリバティブ取引 20 20 －
(6) 支払手形及び買掛金 (5,826) (5,826) －
(7) 電子記録債務 (10,478) (10,478) －
(8) 短期借入金 (34) (34) －
(9) 未払法人税等 (329) (329) －

　(＊) 負債に計上されているものについては､（　）で示しています。
― 4 ―



　(注１)　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金・(3) 電子記録債権
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿

価額によっております。また、回収まで１年以上要するものもありますが、顧客の信用状
態が大きく異ならない限り、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によ
っております。

(4) 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。債券は取引金融機関か

ら提示された金額によっております。また、譲渡性預金及び合同運用金銭信託は、短期間
で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額によっており
ます。

(5) デリバティブ取引
時価については、主たる金融機関から提示された価格によっております。

(6) 支払手形及び買掛金・(7) 電子記録債務・(8) 短期借入金・(9) 未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額315百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ
ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4) 有
価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

七．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,750円80銭
１株当たり当期純損失 450円11銭

八．企業結合に関する注記
　当社は、2019年４月29日付にて、当社の子会社である小森香港有限公司を通じて、深
圳兆迪技術有限公司の全株式を取得し子会社化いたしました。

1. 企業結合の概要
　(1) 被取得会社の名称及び事業の内容

被取得会社の名称 深圳兆迪技術有限公司（インフォテック社）
事業の内容 印刷機器、周辺機器及び消耗品の販売・サービス

　(2) 企業結合を行った主な理由
　　　同社は、約20年間当社の販売代理店として活動しており、当社の会社方針、製品を

良く理解している信頼できるパートナーであり、その間、当社の印刷機を1,600台以
上販売するなど、強力な顧客基盤とセールス体制を持っています。

　　　世界最大の印刷機市場である中国の高度化する顧客要求に対してより的確に対応
し、最先端のソリューションを積極的かつ迅速に提供することで事業を拡大するた
め、子会社化いたしました。

　(3) 企業結合日
　　　2019年４月29日
　(4) 企業結合の法的形式
　　　現金を対価とする株式取得
　(5) 結合後企業の名称
　　　小森（深圳）印刷技術有限公司
　(6) 取得した議決権比率
　　　100％
　(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
　　　当社の子会社が、現金を対価として株式を100％取得したため。
2. 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
　　　2019年５月１日から2020年３月31日まで
3. 被取得会社の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価  現金及び預金 4,740 百万円
取得原価 4,740 百万円

4. 主要な取引関連費用の内容及び金額
　アドバイザリー費用等　67百万円
5. 発生したのれんの金額、発生原因及び償却方法及び償却期間
　(1) 発生したのれんの金額
　　　3,253百万円
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　(2) 発生原因
　　　今後の事業展開によって期待される超過収益力により発生したものであります。
　(3) 償却方法及び償却期間
　　　８年間にわたる均等償却
6. 企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額ならびにその主な内訳

流動資産 460百万円
固定資産 1,670百万円
資産合計 2,130百万円
流動負債 326百万円
固定負債 307百万円
負債合計 633百万円

九．重要な後発事象に関する注記
　当社は2020年４月30日付にて、当社の子会社であるコモリ ジャーマニーを通じて、
MBOグループの中核会社であるMaschinenbau Oppenweiler Binder GmbH & Co. KG
の出資持分100％を取得し、子会社化いたしました。
　なお、同日付で同社はコモリ ジャーマニーに吸収合併され、当社の連結子会社となって
おります。

1. 企業結合の概要
　(1) 被取得会社の名称及び事業の内容

被取得会社の名称 Maschinenbau Oppenweiler Binder GmbH & Co. KG
事業の内容 印刷後加工機器及び消耗品の製造・販売・サービス

　(2) 企業結合を行った主な理由
　　　Maschinenbau Oppenweiler Binder社を中核会社とするドイツ・MBOグループ

は、印刷工程の重要な後加工で利用される折機の製造・販売を行っており、50年以上
にわたり欧州地域を中心に高いシェアを獲得する一方、世界の様々な販売パートナー
と連携し、60を超える国に折機の販売、サービスを行っているグローバル企業です。

　　　同社の製品は精度の高さと優れた生産性で知られ、一般の商業印刷物の折り加工か
ら、デジタル印刷機と連結したインライン加工、薄紙多折り技術を含め、複数の差別
化技術を持っており、最近ではロボットメーカーとも協業し、より省人化を進めるシ
ステムも取り揃えております。

　　　今回の持分取得によりMBOグループの事業が当社グループに加わることで、当社が
推進するPESP事業に特徴のある製品を投入することができ、特に当社が進出できてい
なかった商業印刷の後加工分野へ乗り出すことが可能となります。また当社がグロー
バルに拡大しているIoTクラウド・KP-Connectと連携することで、印刷工程だけでな
く、加工工程までシームレスな生産環境を提供できるようになります。さらに今後は、
デジタル印刷機やオフセット印刷機といった当社中核商品と連結させる新しいソリ
ューションにも応用が可能です。

　(3) 企業結合日
　　　2020年４月30日
　(4) 企業結合の法的形式
　　　現金を対価とする株式取得
　(5) 結合後企業の名称
　　　MBO Postpress Solutions GmbH
　(6) 取得した議決権比率
　　　100％
　(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
　　　当社の子会社が、現金を対価として持分を100％取得したため。
2. 被取得会社の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

当事者間の合意により非開示とさせていただきます。
3. 主要な取引関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。
4. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。
5. 企業結合日に受け入れた資産及び引受けた負債の額ならびにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
十．その他の注記
　（端数処理の方法）
　　百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
一．重要な会計方針にかかる事項に関する注記
1.　資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　①　満期保有目的債券 ………………… 原価法
　　②　関係会社株式 ……………………… 移動平均法による原価法
　　③　その他有価証券
　　　　時価のあるもの …………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　時価のないもの …………………… 移動平均法による原価法
　(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　製　　　　　品 ……………………… 個別法による原価法

（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法）
　　　仕　　掛　　品 ……………………… 個別法による原価法

（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法）
　　　原　　材　　料 ……………………… 先入先出法による原価法

（収益性の低下に伴う簿価切下げの方法）
　(3) デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　デリバティブ取引 …………………… 時価法
2.　固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。  
　建物及び構築物　　　　　　　　２年～50年
　機械装置及び運搬具　　　　　　２年～17年

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
　　　自社利用のソフトウエア …………… 社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。
　　　そ　　の　　他 ……………………… 定額法によっております。
　(3) リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
3.　引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

　(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負
担分を計上しております。

　(3) 製品保証引当金
　契約上の保証期間内の無償修理費の支出に備えるため、過去の売上高に対する無
償修理費の実績率に基づいて算定した金額の他、必要に応じて個別の無償修理見込
額を計上しております。

　(4) 債務保証損失引当金 
　製品を購入した顧客のリース会社及び提携銀行への債務に対して当社が実施した
債務保証に係る損失に備えるため、損失発生実績率に基づいて算定した必要額の
他、必要に応じて損失発生の可能性を個別に検討して算定した損失見込額を計上し
ております。

　(5) 退職給付引当金（前払年金費用）
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。

― 7 ―



　　①　退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　　②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（13
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。

　(6) 訴訟損失引当金
　訴訟に対する損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

　(7) 投資損失引当金
　関係会社株式の価値の下落による損失に備えるため、財政状態等を勘案した必要
額を計上しております。

　(8) 契約損失引当金
　取引先との契約の残存期間に発生する損失に備えるため、将来負担すると見込ま
れる損失額を見積計上しております。

4.　収益及び費用の計上基準
　証券印刷機に係る売上高及び売上原価の計上基準
　証券印刷機請負契約のうち、進捗部分について成果の確実性が認められる契約につ
いては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を採用し、その他の契約
については工事完成基準を採用しております。

5.　割賦販売にかかる売上利益の計上基準
　割賦条件付売買契約にかかる売上利益の計上については、代金回収期限到来日基準
を採用しております。

6.　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

7.　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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二．貸借対照表に関する注記
1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短 期 金 銭 債 権 6,426百万円
短 期 金 銭 債 務 5,284百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 27,134百万円
3. 保 証 債 務

取引先機械購入他資金借入債務に対する保証　24件 879百万円
関係会社銀行借入金他に対する保証　１件 377百万円
計 1,257百万円

三．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
　売　　　上　　　高 18,849百万円
　仕　　　入　　　高 18,452百万円
　営業取引以外の取引による取引高 632百万円

四．株主資本等変動計算書に関する注記
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　　加 減　　少 当事業年度末
普通株式 4,067,383株 2,300,676株 4,000,054株 2,368,005株

　（変動事由の概要）
　　増減数の内訳は以下のとおりであります。

自己株式取得による増加 2,300,000株
単元未満株式の買取請求による増加 676株
自己株式消却による減少 4,000,000株
単元未満株式の買増請求による減少 54株
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五．税効果会計に関する注記
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減損損失 5,448百万円
関係会社株式評価損 4,716百万円
税務上の繰越欠損金 2,059百万円
研究開発費 1,178百万円
棚卸資産評価損 829百万円
有価証券減損 250百万円
賞与引当金 203百万円
事業税 124百万円
製品保証引当金 118百万円
長期未払金 86百万円
貸倒引当金 38百万円
訴訟損失引当金 33百万円
その他 242百万円

繰延税金資産小計 15,330百万円
評価性引当額 △15,330百万円

繰延税金資産合計 －百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △532百万円
前払年金費用 △261百万円
固定資産圧縮記帳積立金 △146百万円
その他 △50百万円

繰延税金負債合計 △991百万円
繰延税金負債の純額 △991百万円

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項
目別内訳

　　　当事業年度は、税引前当期純損失であるため、記載を省略しております。

六．関連当事者との取引に関する注記
属　性 会社等の名称 議決権等の所有

(被所有)割合
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科　　目 期末残高
(百万円)

子会社 株式会社小森マシナリー 所有
直接100％

部品・装置・
製品の購入
役員の兼任

部品・装置・
製 品 の 購 入
（注１）

16,576 買掛金 4,870

子会社 コモリ アメリカ 
コーポレーション

所有
直接100％

部品・製品の
販売
役員の兼任

部品・製品の
販売（注２） 3,135 売掛金 1,460

子会社 コモリ インターナショナル 
ヨーロッパ ビー.ヴィ.

所有
直接100％

部品・製品の
販売
資金の貸付
役員の兼任

部品・製品の
販売（注２） 4,613 売掛金 2,224

資 金 の 貸 付
（注３） 1,543 貸付金 3,287

利息等の受取
（注３） 3 未収収益 5

子会社 小森香港有限公司 所有
直接100％

部品・製品の
販売
資金の貸付
役員の兼任

部品・製品の
販売（注２） 6,394 売掛金 0

資 金 の 貸 付
（注３） 4,251 貸付金 4,251

利息等の受取
（注３） 17 未収収益 －

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 部品・装置・製品の購入については、市場価格を基に価格を決定しております。

また、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
(注２)　 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定

しております。
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(注３)　 コモリ　インターナショナル　ヨーロッパ　ビー.ヴィ.及び小森香港有限公司に対する資金の
貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

七．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,612円69銭
１株当たり当期純損失 415円61銭

八．その他の注記
　　　百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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